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( 〉

O 剖 三 一 滴 側 柑 羽 山 相 内 温 浬 出 向 弓 舟 部 荊 職 務 叶 町 4 4 蓄 酒 一支 ) | 致 命

日 片 同 斗 向 日 活 浬 ( 調 印 得 減 難 )

岨 帆 主出

過 〉
田

石 川 県 思 給 支 給 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

平 成 二 十 六 年 六 月 三 十 日

石 川 県 知 事 谷 本 正

石 川 県 規 則 第 二 十 七 号

石 川 県 恩 給 支 給 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

石 川 県 思 給 支 給 規 則 ( 昭 和 三 十 年 石 川 県 規 則 第 二 十 三 号 ) の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 十 六 条 の 二 中 「 総 務 省 人 事 ・ 思 給 局 長 」 を 「 総 務 大 臣 」 に 改 め る 。

第 四 十 一 条 の 三 中 「 総 務 省 人 事 ・ 思 給 局 長 」 を 「 総 務 省 」 に 改 め る 。

第 四 十 五 条 の 二 中 「 総 務 省 人 事 ・ 思 給 局 」 を 「 総 務 省 」 に 、 「 総 務 省 人 事 ・ 思 給 局 長 」 を

附 則

こ の 規 則 は 、

「 総 務 大 臣 」 に 改 め る 。

公 布 の 日 か ら 施 行 し 、 改 正 後 の 石 川 県 思 給 支 給 規 則 の 規 定 は 、 平 成 二 十 六 年 五 月 三 十 日 か ら 適 用 す る 。

石 川 県 事 務 委 任 規 則 及 び 生 活 保 護 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

平 成 二 十 六 年 六 月 三 十 日

石 川 県 知 事 谷 本 正

石 川 県 規 則 第 二 十 八 号

石 川 県 事 務 委 任 規 則 及 び 生 活 保 護 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

( 石 川 県 事 務 委 任 規 則 の 一 部 改 正 )

第 一 条 石 川 県 事 務 委 任 規 則 ( 昭 和 三 十 五 年 石 川 県 規 則 第 六 十 一 号 ) の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 表 第 二 保 健 福 祉 セ ン タ ー 所 長 の 項 第 一 号 2 中 「 変 更 」 の 下 に 「 並 び に 扶 養 義 務 者 へ の 通 知 」 を 加 え 、 同 号 7 中

「 関 す る 」 を 「 対 す る 報 告 の 徴 収 、 」 に 、 「 ま た は 」 を 「 又 は 」 に 、 「 変 更 停 止 若 し く は 廃 止 」 を 「 変 更 、 停 止 若 し く

は 廃 止 並 び に 扶 養 義 務 者 へ の 報 告 の 徴 収 」 に 改 め 、 同 号 中 口 を 加 と し 、 日 を 凹 と し 、 日 の 前 に 次 の よ う に 加 え る 。

口 第 七 十 八 条 の 規 定 に よ る 費 用 等 の 徴 収

日 第 七 十 八 条 の 二 第 一 項 及 び 第 二 項 の 規 定 に よ る 申 出 に 係 る 徴 収 金 の 徴 収

別 表 第 二 保 健 福 祉 セ ン タ ー 所 長 の 項 第 一 号 中 日 を 削 り H を 日 と し 、 日 を 日 と し 、 ロ を H と し 、 日 を 日 と し 、 叩 の

次 に 次 の よ う に 加 え る 。

日 第 五 十 五 条 の 四 の 規 定 に よ る 就 労 自 立 給 付 金 の 支 給

ロ 第 五 十 五 条 の 五 の 規 定 に よ る 報 告 の 徴 収

別 表 第 二 保 健 福 祉 セ ン タ ー 所 長 の 項 第 九 号 1 中 「 変 更 」 の 下 に 「 並 び に 扶 養 義 務 者 へ の 通 知 」 を 加 え 、 同 号 6 中

「 関 す る 」 を 「 対 す る 報 告 の 徴 収 、 」 に 改 め 、 「 廃 止 」 の 下 に 「 並 び に 扶 養 義 務 者 へ の 報 告 の 徴 収 」 を 加 え 、 同 号 日

中 「 不 正 な 手 段 を も っ て 支 援 給 付 を 受 け 、 又 は 受 け さ せ た 者 か ら の 費 用 の 徴 収 処 分 」 を 「 費 用 等 の 徴 収 」 に 改 め 、

同 号 中 日 を 日 と し 、 H を 日 と し 、 日 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

憲
憲
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H 第 十 四 条 第 四 項 の 規 定 に よ り そ の 例 に よ る こ と と さ れ る 生 活 保 護 法 第 七 十 八 条 の 二 第 一 項 及 び 第 二 項 の

規 定 に よ る 申 出 に 係 る 徴 収 金 の 徴 収

( 生 活 保 護 法 施 行 細 則 の 一 部 改 正 )

第 二 条 生 活 保 護 法 施 行 細 則 ( 昭 和 二 十 八 年 石 川 県 規 則 第 三 十 三 号 ) の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 一 項 第 四 号 中 「 生 活 保 護 費 支 給 台 帳 」 を 「 保 護 金 品 支 給 台 帳 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 第 一 号 中 「 受 付 簿 」

を 「 面 接 受 付 簿 」 に 改 め る 。

第 五 条 中 「 第 二 十 四 条 第 一 項 及 び 第 五 項 」 を 「 第 二 十 四 条 第 三 項 及 び 第 九 項 」 に 、 「 及 び 別 記 第 十 九 号 様 式 に よ

る 」 を 「 又 は 別 記 第 十 九 号 様 式 に よ る も の と す る 」 に 改 め る 。

第 七 条 中 「 又 は 別 記 第 二 十 二 号 様 式 」 を 削 る 。

第 八 条 中 「 別 記 第 二 十 三 号 様 式 」 を 「 別 記 第 二 十 二 号 様 式 」 に 改 め 、 同 条 に 次 の 二 項 を 加 え る 。

2 法 第 二 十 四 条 第 八 項 の 規 定 に よ り 明 ら か に 扶 養 義 務 を 履 行 す る こ と が 可 能 と 認 め ら れ る 扶 養 義 務 者 に 対 し 、 要

保 護 者 の 保 護 の 開 始 に つ い て 通 知 す る と き は 、 別 記 第 二 十 三 号 様 式 に よ る も の と す る 。

3 法 第 二 十 八 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 明 ら か に 扶 養 義 務 を 履 行 す る こ と が 可 能 と 認 め ら れ る 扶 養 義 務 者 に 対 し 、 扶

養 義 務 を 履 行 し な い 理 由 に つ い て 報 告 を 求 め る と き は 、 別 記 第 二 十 四 号 様 式 に よ る も の と す る 。

第 九 条 中 「 、 又 は 」 を 「 、 若 し く は 」 に 、 「 、 若 し く は 」 を 「 、 又 は 」 に 、 「 別 記 第 二 十 四 号 様 式 」 を 「 別 記 第 二

十 五 号 様 式 」 に 改 め る 。

第 十 条 第 一 項 中 「 被 保 護 者 」 を 「 被 保 護 者 等 」 に 、 「 給 付 」 を 「 交 付 」 に 、 「 当 該 被 保 護 者 」 を 「 当 該 被 保 護 者 等 」

に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 「 被 保 護 者 」 を 「 被 保 護 者 等 」 に 、 「 給 付 」 を 「 交 付 」 に 、 「 町 村 長 」 を 「 町 長 」 に 、 「 別 記

第 二 十 五 号 様 式 」 を 「 別 記 第 二 十 六 号 様 式 」 に 、 「 当 該 町 村 長 」 を 「 当 該 町 長 」 に 改 め る 。

第 十 一 条 第 一 項 中 「 別 記 第 二 十 六 日 方 様 式 」 を 「 別 記 第 二 十 七 号 様 式 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 「 別 記 第 二 十 七 号 様

式 」 を 「 別 記 第 二 十 八 号 様 式 」 に 改 め る 。

第 十 二 条 中 「 別 記 第 二 十 八 号 様 式 」 を 「 別 記 第 二 十 九 号 様 式 」 に 改 め る 。

第 十 三 条 中 「 別 記 第 二 十 九 号 様 式 」 を 「 別 記 第 三 十 号 様 式 」 に 改 め る 。

第 十 四 条 中 「 市 町 村 」 を 「 市 町 」 に 改 め る 。

第 十 五 条 の 見 出 し を 「 ( 利 用 被 保 護 者 状 況 変 更 届 書 ご に 改 め 、 同 条 中 「 別 記 第 三 十 号 様 式 」 を 「 別 記 第 三 十 一 号

様 式 」 に 改 め る 。

第 十 六 条 第 一 項 中 「 別 記 第 三 十 一 号 様 式 」 を 「 別 記 第 三 十 二 号 様 式 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 「 別 記 第 三 十 二 号 様

式 」 を 「 別 記 第 三 十 三 号 様 式 」 に 改 め る 。

第 十 七 条 中 「 別 記 第 三 十 三 号 様 式 」 を 「 別 記 第 三 十 四 号 様 式 」 に 改 め る 。

第 十 九 条 の 次 に 次 の 四 条 を 加 え る 。

( 就 労 自 立 給 付 金 申 請 書 )

第 二 十 条 施 行 規 則 第 十 八 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ る 就 労 自 立 給 付 金 の 支 給 の 申 請 書 は 、 別 記 第 三 十 五 号 様 式 に よ

る も の と す る 。

( 就 労 自 立 給 付 金 決 定 調 書 )

第 二 十 一 条 法 第 五 十 五 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ り 就 労 自 立 給 付 金 を 支 給 す る と き の 決 定 調 書 は 、 別 記 第 三 十 六 号

様 式 に よ る も の と す る 。

( 就 労 自 立 給 付 金 決 定 通 知 書 )

第 二 十 二 条 法 第 五 十 五 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ る 就 労 自 立 給 付 金 の 支 給 決 定 の 通 知 は 、 別 記 第 三 十 七 号 様 式 に よ

り 行 う も の と す る 。

( 徴 収 金 等 納 入 申 出 書 )

第 二 十 三 条 法 第 七 十 八 条 の 二 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ り 保 護 金 品 ( 金 銭 給 付 に よ っ て 行 う も の に 限 る 。 ) 又

は 就 労 自 立 給 付 金 か ら 法 第 七 十 八 条 に 基 づ く 徴 収 金 の 納 入 に 充 て る 旨 の 申 出 書 は 、 別 記 第 三 十 八 号 様 式 に よ る も

の と す る 。

別 記 第 二 号 様 式 か ら 別 記 第 六 号 様 式 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。



平成 26年 6月 30日(月曜日) 石川県公報 号 外

第2号様式(第2条関係)

世 帯主氏名 調 整
年

保護台帳 年月日
月 日

(世 帯現況) 保護開始
年 月

年月日
日

福祉コー ド ケース番号 担当者コード 世帯級地 地区コード 住所コー ド

居住地
石川県 市

居住の
本籍 地

現在地
郡 町

始期
年 月 日

番地( 方)

世帯
続柄 性 年齢

心身の 手帳の 職 業
員番 氏 名 日IJ 生年月日 学歴

保有状況号 状況 特殊技能 現職

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

内 廿n':-:::t- 見積額 処分の可否 種類 金額 契約の内容

産資 土 地 負債

の 家 屋 の
調 調
その 他

保有を容認していない資産への63条通知年月日 年 月 日

保 自 扶助
生住教介医 理由

言霊
至 種別

自 扶助
歴

種別
生住教介医 理由

至

イ主 自家借家
規模構造 建坪

畳数別
衛生状態 水道設備

貸聞の有無

居 (問)の別 室数 及びその広さ
の
状 良 有
況

不良 無

扶
氏 名

続 d性 年
住 所

扶養能力の有無
養 柄 日IJ 齢 及び扶養の程度

務者義

の
状
況

備考
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第3号様式(第2条関係)

保 議 決 { 瓦と 調 書

地区名 ケース番号 世 帯 主 名 支払方法 異動内容 適周年月日

申請受理簿 番号登録簿 |金品支給台帳 統計資料 | | 医療

決
部長 次長 課長 係長 担当員 起案年月日 決裁年月日 発送年月日

裁

保 護 決 是{ イ司

調書のとおり決定し例文により通知してよろしいか。

開 廃 等 の 理 由 通 知 案

最 低 生 活 費 圭眠刃、 是{ 欄

名前 年齢
基準

第一類費 力日 算 加算額計 学年
基準額

授業料 給食費 通学費 給付金No. 性別
生活級地冬 (学級費含)

生活基準
加算額計

二類居宅 二類別居 冬期居宅 冬{稲期盛防輯尉~ I 期末居宅

一円
介護保険加算

(調整額) (調整額) (調整額) (調整額)
期末別居

(再掲)

収 入 充 当 内 訳 欄

名前
収入金額 収入金額 収入金額 収入金額 収入金額

手持金 未成年
新
実費控除

特別
基礎控除 他控除 認定額No 

規(1) (2) (3) (4) (5) 徴収額

扶 助 額 決 定 欄

種類 最低生活費 収入充当額 扶助額

生活 I -:M;~ I 生活 l 住宅 l 教育 l 介引医療 l 出産 l 生業 l 葬祭 l
住宅

教育

生業 |一時扶助継続認定額 |

合計

一時

種 類 生活 住宅 教育 生業 一 時 合計 本人支払 収入充当合計 本人支払充当 施設事務費 事務費追求

月分支給額

月分支給額

月分支給額
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第4号様式(第2条関係)

保護金品支給台帳

地区 定例 ケース
被保護

(町村) 支給日
日
番号

世帯

氏名

月 男IJ 生活扶助 住宅扶助 教育扶助 扶助 扶助 扶助 合計 摘要

月分 円 円 円 円 円 円 円

月分

月分

月分

月分

月分

月分

月分

月分

月分

月分

月分

月分

月分

支給月日 ロロロ 目 数量 金 額 摘 要

円

支給上の

注意事項



6 平成 26年 6月 30日(月曜日) 石川県公報 号 外

第5号様式(第2条関係)

ケ ス 記 録 票

年月日 記 事



平成 26年 6月 30日(月曜日)

第6号様式(第2条関係)

面

l整理l面接 l
番号月日

来訪者氏名

石川県公報

接 王立
二え

要保護者氏名

今い

付 簿

来訪 目

(相談内容)

号 外

的
相談結果等

:1恒常時。
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別 記 第 十 一 号 様 式 及 び 別 記 第 十 二 号 様 式 を 次 の よ う に 改 め る 。

調

第
11
号
様
式
(
第
2
条
関
係
)

簿
理

処
付

プ
マ
/
'
、

券
護

介

月
分
)

受
給
者
氏
名
住
所

介
護
機
関
名

備
考

年

吟 話
2

司
E

半
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第12号様式(第4条関係)

生活保護法による保護申請書

現在住んでいるところ 現在のところに住み始めた時期 料臨祉センター

年 月 日 受付年月日

人員 氏 名 続柄 性別 年齢 生年月日 学歴 職業 健康状態

l 世帯主
家
2 

族 3 ※町役場

の 4 受付年月日

状 5 

況
6 

7 

8 

家族のうち別なところに住

んでいる者があるときはそ

の名前と住んでいるところ

資産の状況(別添1) 収入の状況(別添2)
関係先照会への同意

(男IJ添 3)

援者 世帯主又は家族との関係 氏 名 住 所
今まで受けた援助

助 及び将来の見込
をの
し

7状
れ
る況

保護を申請する理由(具体的に記入して下さい。)

上記のとおり相違ないので、生活保護法による保護を申請します。

年 月 日

申請者住所

氏名 @ 

保護を受けようとする者との関係

保健福祉センタ一所長様

(記入上の注意)

1 ※印欄には記入しないで下さい。

2 申請者と保護を受けようとする者が異なる場合には、男IJ添の書類は、保護を受けようとする者に記入して

もらって下さい。

3 不実の申請をして不正に保護を受けた場合、生活保護法第85条又は刑法の規定により処罰されることがあ

ります。

9 



10 平成 26年 6月初日(月曜日) 石川県公報 号 外

E1回線十11口骨堂監hl(亘縫 1)(制阻)-Eト「保健福祉センタ一所長殿」会) I保健福祉センタ一所長 様J~' 

(1) 宅
有 延面積 所有者氏名 所 在 地

地
壷正

土

(2) 回 畑
有

壷正

地
(3) 山 林 有

そ の 他 壷正 会]

(1) 持 家 延面積 所有者氏名 所 在 地

建 居
借家 借間

住 (し、ずれかを0で)
用
囲んで下さい。 (家賃 円)

物
有

(2) そ の 他
鑑

(1) 宅
有 延面積 所有者氏名 所 在 地 抵当権

地
壷正 有

土
壷正

(2) 回 畑
有

有
壷正

壷正

地
(3) 山 林 有 有

そ の 他 壷正 壷正 ~話交の。

(1) 持 家 延面積 所有者氏名 所 在 地 抵当権

建 居
借家 借間 有

住 (し、ずれかを0で) 壷正

用
囲んで下さい。 (家賃 円)

物 有

(2) そ の
壷正

E1回線十11ロや縫hl(亘縫11) (制阻)モト「保健福祉センタ一所長殿」会)I保健福祉センタ一所長 様J~部公'

E謎情(亘縫11) (鰍困)モト「働いていないもの」会)I働し、て得た収入がない者J~' I働けない理由」会)I働いて

得た収入のない理由J~部公的。

E1回線十11 aJl:'雄官(亘蜂11j)会l必 Q ムiÍ 1Ç"\~話公的。



平成 26年 6月 30日(月曜日) 石川県公報 号 外 11

(男IJ拐さ3)

同 意 書

生活保護法(以下「法」としづ。)による保護の決定若しくは実施又は法第77条若しくは第78条の規定の施

行のために必要があるときは、私及び私の世帯員(以下「私等」という。)の以下に掲げる事項(保護廃止後

は、氏名及び住所又は居所、健康状態並びに他の保護の実施機関における保護の決定及び実施の状況を除き、

保護を受けていた期間における事項に限る。)につき、貴保健福祉センターが官公署、日本年金機構若しくは

共済組合等(以下「官公署等」という。)に対し、必要な書類の閲覧若しくは資料の提供を求め、又は銀行、

信託会社、私等の雇主、その他の関係人(以下「銀行等」という。)に報告を求めることに同意します。

また、 貴保健福祉センターの調査又は報告要求に対し、官公署等又は銀行等が報告することについて、私等

が同意している旨を官公署等又は銀行等に伝えて構いません。

氏名及び住所又は居所

資産及び収入の状況(生業若しくは就労又は求職活動の状況、扶養義務者の扶養の状況及び他の法律に

定める扶助の状況を含む。)

健康状態

他の保護の実施機関における保護の決定及び実施の状況

支出の状況

年 月 日

住所

氏名 @ 

保健福祉センタ一所長様

E1回線十川口や謎情モト「殿」会)r様J~' r葬祭年月日」会) r葬祭予定日 J~部-Q l(dO 

E回線十園口や縫官会l必Qム-f""込書当去の。



12 平成 26年 6月 30日(月曜日)

第14号様式(第4条関係)

川J品口

保健福祉センタ一所長様

下記のとおり証明します。

No 

氏名

住所

基 本 給

日 給(日分)

給 家族手当

地域手当

手当

与

額

計(イ)

差引支給額(イ)一(ロ)

前2月の

手取額

石 J 11 

与

民員 公 報 号 外

証 明 書

年 月 日

事務所(雇主)住所
氏名 @ 

(歳) 職名及び

職務内容

円 11 所 得 税 円

健康保険料

控 厚生年金保険料

失業保険料

除

額

計(ロ)

摘
月分

月分]要

(備考) 事実と違ったことを証明した場合には、生活保護法第85条の規定により処罰されることがあります

から御注意下さい。

同州口町「酬の糊」 ω 「酬の規模構造」以単価 l 数量 l 金額~

I[ 単価×数量=金額
~ J話公， 1⑮J肖む「註 修理図面(修理の程度を判断し得る平面図立体図)を添

付すること。」会]歪鑑いの。

亘回線十十〈ロヤ謎情fト「生業内容」会)1生業計画の内容J~' I生業に必要な資金、器具等」会)I生業に必要なも

のの品と金額J~部去の。

呂田線十-\-1口骨盤情-R.cD呂田線十~ ajt>縫情例下ノ会j去~Q 吋小~部公子。。



平成 26年 6月 30日(月曜日) 石川県公報 号 外 13

第17号様式(第5条関係)

年 月 日

様

保健福祉センタ一所長固

保護決定通知書

年月 日付けで申請された生活保護法による保護を、下記のとおり決定したから通知します。

記

1 保護の種類及び程度

(1)種類 生活扶助 住宅扶助
W-*WJp:j ~介護扶~開1 計

(2) 程度 円 円 円

(3) 介護扶助自己負担額 円(事業者名

円(事業者名

円(事業者名

(4) 医療扶助自己負担額 円

2 保護の開始時期

3 保護の方法

教育扶助中の

年 月 日

費は学校長渡しとする。

4 保護を決定した理由

5 扶助金の支給日及び支給場所

6 この決定通知が申請書受理後14日を経過した理由

(備考)

(1) この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、

知事に対し審査請求をすることができます(なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して

60日以内であっても、決定があった日の翌日から起算して 1年を経過すると審査請求をすることがで

きなくなります。)。

(2) 上記(1)の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その審査請求に対する裁決があったことを知つ

た日の翌日から起算して6か月以内に、県を被告として(訴訟において県を代表する者は知事となり

ます。)この決定の取消しの訴えを提起することができます(なお、裁決があったことを知った日の

翌日から起算して 6か月以内であっても、裁決があった日の翌日から起算して 1年を経過すると決定

の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。ただし、次の①から③までのいずれかに該当

するときは、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを提起することができます。

①審査請求をした日の翌日から起算して50日を経過しても裁決がないとき。

②決定、決定の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

(3) 扶助金を受け取るときにはこの通知書と印鑑が必要ですから、忘れないように持参して下さい。

(注) この通知書は、変更の場合にも用いるものとする。



14 平成 26年 6月初日(月曜日) 石川県公報 号 外

第18号様式(第5条関係)

年 月 日

様

保健福祉センタ一所長固

保護申請却下通知書

年月

から却下します。

なお、この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、

知事に対し審査請求をすることができます(なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して60日

以内であっても、決定があった日の翌日から起算して 1年を経過すると審査請求をすることができなくな

ります。)。

また、この審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その審査請求に対する裁決があったことを知った

日の翌日から起算して 6か月以内に、県を被告として(訴訟において県を代表する者は知事となります。)

この決定の取消しの訴えを提起することができます(なお、裁決があったことを知った日の翌日から起算

して 6か月以内で、あっても、裁決があった日の翌日から起算して 1年を経過すると決定の取消しの訴えを

提起することができなくなります。)。ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求

日付けで申請のあった生活保護法による保護については、下記の理由で保護できない

に対する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを提起することができます。

①審査請求をした日の翌日から起算して50日を経過しでも裁決がないとき。

②決定、決定の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

記

1 却下の理由

2 この通知が申請書受理後14日を経過した理由



平成 26年 6月 30日(月曜日) 石 J 11 民員 公 報 号 外 15 

第19号様式(第5条関係)

年 月 日

様

保健福祉センタ一所長固

保護廃停止止 決定通知書

第

。

け

る
付

す
日

知

通hb
 

月

か

たし

年

止

止

廃

停

号により決定し通知した生活保護法による保護を、下記のとおり

記

類種の護保
間

た

期
し

る
す

止

止

止

廃

停

停

t

i

n

4

 

3 廃止する時期

4 理由

年 月 日

(備考) この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内

に、知事に対し審査請求をすることができます(なお、決定があったことを知った日の翌日から

起算して60日以内であっても、決定があった日の翌日から起算して 1年を経過すると審査請求を

することができなくなります。)。

また、この審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して 6か月以内に、県を被告として(訴訟において県を代表する者は

知事となります。)この決定の取消しの訴えを提起することができます(なお、裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して 6か月以内であっても、裁決があった日の翌日から起算して 1

年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。ただし、次の①から

③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴え

を提起することができます。

①審査請求をした日の翌日から起算して50日を経過しでも裁決がないとき。

②決定、決定の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

亘回線1H一口や縫官会l去:5，Qム-f""込書当母子。。



16 平成 26年 6月初日(月曜日) 石川県公報 号 外

第20号様式(その 1) (第6条関係)

月
検診命令書

年 月 日

検診を受ける者の
名義

居住地及び氏名

保健福祉センタ一所長固

下記により検診を受けて下さい。

1 検診を受ける日時

2 検診を受ける場所

3 検診を行う医療機関の名称

所在地及び担当医師等氏名

4 備考

(注意)

1 検診を受けるときは、この書類を持参して下さい。

2 この検診命令は、生活保護法第28条第1項の規定に基づくものです。

3 この検診を受けないと、同条第5項の規定により、あなたの保護申請が却下され、又はあなたに対す

る保護が変更、停止若しくは廃止される場合があります。

4 この検診命令について疑問がある場合には、保健福祉センターに相談して下さい。

呂田線1H一口や縫情(t¥-JQ1) Q去:5.~必 Q 11 縫沼化l異 ，tÇl(d。

第20号様式(その 2) (第6条関係)

月
検診料請求書

保健福祉センタ一所長様

年 月 日

医療機関の所在地

名 新、

医療機関の長又は

開設者の氏名 @ 

下記のとおり請求します。

'3tι 霊ログ$ 〆4同~ 居住地

ユ面主同
'3t 霊ロ5存' 症*4 J良 (検査名等)

求
本非 占

料 J長

額
i仁kヨ 言十 J良 円

金融機関名 眉舗名 預金種別 口座番号

振 銀行
本居 普通

金庫
支居 当座

込 組合

口 座 名 義 人

先 フリガナ

(注) この請求書により直接保健福祉センタ一所長あてに請求して下さい。



平成 26年 6月 30日(月曜日) 石 J 11 民員 公 報 号 外 17 

第20号様式(その 3) (第6条関係)

月
検 3γw; 書

検診を受ける者の

居住地及び氏名 歳 男・女

保健福祉センタ一所長様

年 月 日

医療機関の所在地及び名称

院(所)長名

担当医師 @ 

上記の者に対する検診結果は、次のとおりです。

1 傷病名

2 病状

3 診察の要否、診療の方法等に関する意見

※地区担当員

記事

職 氏 名

@ 

保健福祉センター

※嘱託医意見

氏 名

嘱託医 @ 

(注) この検診喜は、保健福祉センタ一所長あてに直接送付して下さい。

E1回線11十 1a]l:>盤情-RW â; /回線11 十川口骨盤世例千ノ会l必 Q ムiÍ，Ç"\~話公的。



18 平成 26年 6月初日(月曜日) 石川県公報 号 外

第21号様式(第7条関係)

第

年 月

号

日

様

保健福祉センタ一所長固

生活保護法第29条の規定による調査について(依頼)

保護の決定若しくは実施又は生活保護法(以下「法」という。)第77条若しくは第78条の規定の施行のため

に必要がありますので、法第29条の規定により、下記の事項について照会します。

なお、当保健福祉センターにおいて入手した資料にョついては、情報の秘密の保護に万全を期していますので、

念のため申し添えます。

記

(参考)

[生活保護法]

第24条 保護の開始を申請する者は、厚生労働省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申請

書を保護の実施機関に提出しなければならない。ただし、当該申請書を作成することができない特別の事

情があるときは、この限りではない。

一~三 (略)

四 要保護者の資産及び収入の状況(生業若しくは就労又は求職活動の状況、扶養義務者の扶養の状況及

び他の法律に定める扶助の状況を含む。以下同じ。)

玉(略)

2 ~10 (略)

第29条 保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定若しくは実施又は第77条若しくは第78条の規定の

施行のために必要があると認めるときは、次の各号に掲げる者の当該各号に定める事項につき、官公署、

日本年金機構若しくは国民年金法(昭和34年法律第141号)第3条第2項に規定する共済組合等(次項に

おいて「共済組合等」という。)に対し、必要な書類の閲覧若しくは資料の提供を求め、又は銀行、 信託

会社、次の各号に掲げる者の雇主その他の関係人に、報告を求めることができる。

一 要保護者又は被保護者であった者 氏名及び住所又は居所、資産及び収入の状況、健康状態、 他の保

護の実施機関における保護の決定及び実施の状況その他政令で定める事項(被保護者であった者にあっ

ては、氏名及び住所又は居所、健康状態並びに他の保護の実施機関における保護の決定及び実施の状況

を除き、保護を受けていた期間における事項に限る。)

二 前号に掲げる者の扶養義務者 氏名及び住所又は居所、資産及び収入の状況その他政令で定める事項

(被保護者であった者の扶養義務者にあっては、氏名及び住所又は居所を除き、当該被保護者であった

者が保護を受けていた期間における事項に限る。)

2 別表第一の上欄に掲げる官公暑の長、日本年金機構又は共済組合等は、それぞれ同表の下欄に掲げる情

報につき、保護の実施機関又は福祉事務所長から前項の規定による求めがあったときは、速やかに、当該

情報を記載し、若しくは記録した書類を閲覧させ、又は資料の提供を行うものとする。

[生活保護法施行令]

第2条の 2 i去第29条第1項第1号に規定する政令で定める事項は、支出の状況とする。



平成 26年 6月 30日(月曜日) 石川県公報 号 外 19

第22号様式(第8条関係)

第

年 月

号

日

様

保健福祉センタ一所長固

生活保護法による保護の決定に伴う扶養義務について(照会)

あなたの にあたる さん(住所 )は生活保護法による保護を申請して

(受けて)いますが、生活保護法では民法に定められた扶養義務者による扶養は生活保護に優先して行われる

ものとされております。

つきましては、保護の決定実施上必要がありますので、あなたからどの程度扶養できるかについて、男IJ紙扶

養届喜により 年 月 日までにご回答下さい。

(特記事項)

(担当者

(参考)

[生活保護法]

第4条 保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度

の生活の維持のために活用することを要件として行われる。

2 民法(明治29年法律第89号)に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に定める扶助は、すべてこの法

律による保護に優先して行われるものとする。

3 (略)

[民法]

第877条 直系血族及び兄弟姉妹は、互いに扶養をする義務がある。

2 家庭裁判所は、特別の事情があるときは、前項に規定する場合のほか、 三親等内の親族問においても

扶養の義務を負わせることができる。

3 (略)



20 平成26年 6月初日(月曜日) 石川県公報 号 外

(別紙)

扶 養 届 書

年 月 日

保健福祉センタ一所長様

先に照会のあった

扶養義務者郵便番号

住所

氏名

電話番号

に対する扶養について、次のとおり回答します。

1 精神的な支援について

精神的な支援・・・対象者に対する定期的な訪問、電話、手紙のやり取り、 一時的な子どもの預かりなど金

銭的な援助以外の対象者への関わりのことをいいます。

精神的な支援の可否 | 可 ・ 不可

支援の開始時期 | 年 月から(又は既に行っている。)

具体的な支援の内容及び頻度
※緊急連絡先(電話番号

2 金銭的な援助について

金銭的な援助の可否 可 不可(理由:

援助の開始時期 年 月から(又は既に行っている。)

① 金銭により毎月(年) ・3，000円 .5，000円

. 10，000円 円を送付します。

援助の方法 ・程度 ② 物品により毎月(年) を 程度送付します。

③ 氏名 を引き取ります。

④ その他

3 私の世帯について

(1) 家族構成 ・収入等の状況

氏 名 続柄 生年月日 職業 勤 務 先 平均月収額

本人 円

上記のうち についての

①税法上の扶養控除を受けている者の氏名

②会社等から家族手当を受けている者の氏名及び月額 円)

(2) 資産の状況 有 ①家屋 rrf(坪) ②宅地 rrf(坪)

壷正 ③田畑 rrf(坪) ④ 山林等 rrf(坪)

(3) 負債の状況
有

負債の内容 返済の終了予定

住宅ローン
壷正

その他(

(4) 健康保険等の加入状況 ①国民健康保険②健康保険③共済( )④その他(

上記で①以外に加入してし、る場合 については被扶養者として

①認定されている ②認定されていない ③認定手続をとるつもり

(記入上の注意)

1 該当するものをOで囲み、必要事項を記入して下さい。
2 平均月収額は、総収入から所得税、社会保険料、事業経費等を差し引し、た額を記入して下さい。

3 収入、負債の状況については、源泉徴収票、給与明細書、ローン返済予定表の写しなど、その状況が明ら

かになる書類を添付して下さい。



平成 26年 6月 30日(月曜日) 石川県公報 号 外 21

第23号様式(第8条関係)

第

年 月

号

日

様

保健福祉センタ一所長固

生活保護法による保護の決定に伴う扶養義務者への通知について

あなたの にあたる さんに対して生活保護法による保護の開始を決定いたしますので、

生活保護法第24条第8項の規定により通知します。

氏 名

保護の開始の申請があった日

(参考)

[生活保護法]

第4条 保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度

の生活の維持のために活用することを要件として行われる。

2 民法(明治29年法律第89号)に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に定める扶助は、すべてこの法

律による保護に優先して行われるものとする。

3 (略)

第24条(略)

2~7 (略)

8 保護の実施機関は、知れたる扶養義務者が民法の規定による扶養義務を履行していないと認められる

場合において、保護の開始の決定をしようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、あらか

じめ、当該扶養義務者に対して書面をもって厚生労働省令で定める事項を通知しなければならない。た

だし、あらかじめ通知することが適当でない場合として厚生労働省令で定める場合は、この限りでない。

9 ~lO (略)

※ 「知れたる扶養義務者が民法の規定による扶養義務を履行していないと認められる場合」とは、当

所において、①定期的に会っているなど交際状況が良好であること、②扶養義務者の勤務先等から当

該要保護者にかかる扶養手当や税法上の扶養控除を受けていること、③高額な収入を得ているなど資

力があることが明らかであること等を総合的に勘案して判断しています。

〔民法]

第877条 直系血族及び兄弟姉妹は、互いに扶養をする義務がある。

2 家庭裁判所は、特別の事情があるときは、前項に規定する場合のほか、 三親等内の親族問においても

扶養の義務を負わせることができる。

3 (略)

呂田線川十川nlt'謎官会Ja:回線川十園口や車器官ムJ_'ya:回線川十11 nや縫沼化Ja:回線川十川口や謎情ムJ_'y言回線川十 i

Eや縫4式会J â: i回線川十11 口や縫世ムJ~l(d 。

E1回線川十ロヤ縫情fト「殿」会JI様J~' I被保護者状況変更報告書」会JI利用被保護者状況変更届書J~' I報告

します」会JI届け出ますJ~' I才」会J I歳J~部-Q' [~~f式会J â: i回線川十 | 口や謎情ムJ~l(d 。
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22 平成26年 6月初日(月曜日) 石川県公報 号 外

第24号様式(第8条関係)

第

年 月

号

日

様

保健福祉センタ一所長固

生活保護法第28条第2項の規定による報告について(依頼)

あなたの にあたる さん(住所 )は生活保護法による保護を申請して

(受けて)いますが、生活保護法では民法に定められた扶養義務者による扶養は生活保護に優先して行われる

ものとされており、民法に定める扶養義務を履行することが可能と認められる扶養義務者が、扶養義務を履行

していないときは、履行しない理由など保護の決定や実施などのために必要な範囲で、扶養義務者に対して報

告を求めることができる こととなっています。

つきましては、保護の決定や実施などのため必要がありますので、

行しない理由について報告いただきますようお願いします。

年月 日までに扶養義務を履

※ 「民法に定める扶養義務を履行することが可能と認められる扶養義務者」とは、当所において、①定期的

に会っているなど交際状況が良好であること、②扶養義務者の勤務先等から当該要保護者にかかる扶養手当

や税法上の扶養控除を受けていること、③高額な収入を得ているなど資力があることが明らかであること等

を総合的に勘案して判断しています。

(問事項)

(参考)

[生活保護法]

(担当者

の生活の維持のために活用することを要件として行われる。

2 民法(明治29年法律第89号)に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に定める扶助は、すべてこの法

律による保護に優先して行われるものとする。

3 (略)

第28条(略)

2 保護の実施機関は、保護の決定若しくは実施又は第77条若しくは第78条の規定の施行のため必要があ

ると認めるときは、保護の開始又は変更の申請書及びその添付書類の内容を調査するために、厚生労働

省令で定めるところにより、要保護者の扶養義務者若しくはその他の同居の親族又は保護の開始若しく

は変更の申請の当時要保護者若しくはこれらの者であった者に対して、報告を求めることができる。

3~5 (略)

[民法]

第877条 直系血族及び兄弟姉妹は、互いに扶養をする義務がある。

2 家庭裁判所は、特別の事情があるときは、前項に規定する場合のほか、 三親等内の親族問においても

扶養の義務を負わせることができる。

3 (略)

亘回線川十gjn!t'謎情c'去:5.~去:5.c' gj謎4式会l異吋子。。



平成 26年 6月 30日(月曜日) 石川県公報 号 外 23

第35号様式(第20条関係)

就労自立給付金申請書

下記のとおり、就労自立給付金の支給について必要書類を添えて申請します。

記

1 保護を必要としなくなった事由

2 添付書類

3 世帯構成員

氏 名 性 男IJ 生 年 月 日

男 女
年 月 日

歳)

男 女
年 月 日

歳)

男 女
年 月 日

歳)

男 女
年 月 日

歳)

上記のとおり相違ありません。

年 月 日

申請者 住所又は居所

氏名 @
 

保健福祉センタ一所長様



24 平成 26年 6月 30日(月曜日) 石川県公報 号 外

第36号様式(第21条関係)

就労自 立給付金決定調書

ケース番号 対 象 者 氏 名 世帯構成

決 菓 所 課 指 施
起案 年 月 日

年 月 日 導
担当員裁 議 長 長 員 行

就労自立給付金決定伺

調書のとおり決定してよろしいか。なお、御決裁の上は例文により通知してよろしいか。

就労自 立給付金決定欄

算定対象期間 収入充当額 算定率 積 立 額

積立合計額

上限額

支給額

決 疋炉ムー・ 理 由

支給 日 及び支給方法



平成 26年 6月 30日(月曜日) 石川県公報

第37号様式(第22条関係)

様

就労自立給付金決定通知書

号 外 25

第号

年月日

保健福祉センタ一所長固

年月

ら通知します。

日付けで申請された生活保護法による就労自立給付金を、下記のとおり決定したことか

記

1 支給額 円

2 保護の廃止時期 年 月 日

3 支給を決定した理由

4 就労自立給付金の支給日及び支給方法

5 この決定通知が申請書受理後14日を経過した理由

(備考)

(1) この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、知事

に対し審査請求をすることができます(なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内

であっても、決定があった日の翌日から起算して 1年を経過すると審査請求をすることができなくなりま

す。)。

(2) 上記(1)の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その審査請求に対する裁決があったことを知った日

の翌日から起算して 6か月以内に、県を被告として(訴訟において県を代表する者は知事となります。)

この決定の取消しの訴えを提起することができます。(なお、裁決があったことを知った日の翌日から起

算して 6か月以内であっても、裁決があった日の翌日から起算して 1年を経過すると決定の取消しの訴え

を提起することができなくなります。)。ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請

求に対する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを提起することができます。

①審査請求をした日の翌日から起算して50日を経過しでも裁決がないとき。

②決定、決定の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

(3) 就労自立給付金は、この通知を受けた日の属する年分の一時所得となりますが、 一時所得には50万円の

特別控除がありますので、他に生命保険の一時金など一時所得に該当する所得があり、 50万円の特別控除

をしでもなお残額がある場合に限り一時所得の金額が生じ、所得税及び個人住民税が課税されることにな

ります。



26 平成 26年 6月 30日(月曜日) 石川県公報 号 外

第38号様式(第23条関係)

生活保護法第78条の2の規定による保護金品等を

徴収金の納入に充てる旨の申出書

私は、不実の申告など不正な手段により保護又は就労自立給付金の支給を受けた場合は、生活保護法第78条

の2の規定により、交付される保護金品等(保護金品(金銭給付されるものに限る。)及び就労自立給付金を

いう。以下同じ。)の額から、生活保護法第78条の規定による徴収金のうち貴保健福祉センターと協議し定め

る額について、当該保護金品等の交付期日をもって納入に充てる旨を下記内容について確認した上で、申し出

ます。

なお、申出の撤回又は申出内容の変更を行わない限りにおいて、本申出に基づき、徴収金を全て納入するま

で保護金品等から納入に充てるものとします。

記

0 生活保護制度は、全額公費によってその財源が賄われていることから、不正受給はあってはならない。不

正受給があった場合、生活保護法第78条の規定による徴収金は、必ず全額納入しなければならないものであ

ること

0 不正をしようとする意思がなくても、申告漏れが度重なる場合は「不実の申告」と保健福祉センターに判

断される場合があること

0 徴収金の納入に際して、 一括して納入することが困難な場合には、家計の節約に努め、本申出の方法によ

り保護金品等から納入に充てること

年 月 日

住所

氏名 @ 

保健福祉センタ一所長様

年 月 日

私は、本申出に基づき、 年 月分からの保護金品等から毎月 円を 年 月

日付けで費用徴収決定通知のあった法第78条の規定による徴収金の納入に充てるものとします。
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